別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：財産管理費・庁舎管理費
	事業名: 岐阜総合庁舎解体・保存事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　総務部　管財課　岐阜総庁移転係　電話番号：058-272-1111（内2219）

　　　　　　　E-mail：c11116@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：415,748千円（前年度予算額：16,933千円）
	要求内容


	１　要求の内容


・岐阜総合庁舎（旧岐阜県庁舎）は、建築から約９０年を経過し、老朽化著しく耐震
性も低いことから、来庁者や職員の安全確保のため、平成２４年度末までに庁舎内
の県機関を、ふれあい福寿会館等に移転することとしております。
・移転後の建物については、建築当初（大正１３年築）の状態を良く維持し、歴史的

に貴重であるとされる庁舎南側部分を保存し、北側部分は解体する予定です。
・平成２４年度において、解体・保存工事施工のための実施設計を行ったところであ

り、２５年度において、北側部分の解体及び保存部分を維持するための改修工事を
実施する予定です。（今回工事においては、建物を本格活用するために必要となる耐
震補強工事は実施しません。）
（１）建物解体・保存工事

・建物北側部分の解体、設備撤去工事の実施。
・当面の保存に必要となる、外壁、外構、電気設備等改修工事の実施。
（２）保存建物の維持管理

　　　・建物保存部分における点検、清掃、警備等維持管理の実施。
	２　所要経費


（１）建物解体・保存工事費　　410,913千円
　　　・建物解体工事費　　　　385,533千円

　　　・建物保存工事費　　　　 25,380千円

（２）維持管理費　　　　　　　　4,835千円
　　　・庁舎点検管理・清掃費　　2,036千円

　　　・庁舎警備（機械警備）費　1,190千円

　　　・庁舎運営事務費等　　　　1,609千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	16,933
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,933

	要求額
	415,748
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	415,748

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　岐阜総合庁舎（旧岐阜県庁舎）は、建物の老朽化が進み耐震性が不十分であることから、来庁者や職員の安全確保のため、平成24年度末までに庁舎内の機関をふれあい福寿会館等に移転することとしています。
移転後の建物については、大正13年の建築当初の状態を良く維持し、歴史的に貴重であるとされる庁舎南側部分を保存、北側部分を解体することとして、平成25年度に解体・保存工事を実施し、保存部分を維持していく予定です。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　歴史的建造物である岐阜総合庁舎（旧岐阜県庁舎）を保存することが事業の目的であり、数値的な指標を設けることは困難。


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容
　平成23年度に、岐阜総合庁舎建物のうち、保存予定部分の耐震診断等の実施により建物の強度を調査し、技術的に保存範囲が適当であることを確認しました。
　これを受け、24年度においては、建物の解体・保存工事を施工するための設計を実施し、具体的な工事内容の検討や工事費の積算を行いました。


（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　　建物解体・保存工事の実施設計を行うことにより、平成25年度に実施する予定の

工事の発注に向けた工事内容の確定や、工事に係る数量、経費等の情報を得ることができました。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　岐阜総合庁舎（旧岐阜県庁舎）は、大正13年建築の歴史的建造物であり、
歴史的・文化的に貴重であるとされています。県民等からの保存要望もあり、所有者である県として、建物保存事業を進めていく必要性は高いと考えます。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　移転完了後の建物については、今後、保存していく部分以外は安全面から速やかに解体を行うとともに、保存部分は適切な維持管理を行って行く必要があり、事業の有効性が高いと考えます。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　今回実施を予定している工事は、当面の保存に必要な内容に限定しています。本格活用のために必要な耐震補強や改修工事は、活用方法の確定後に実施する予定であり、手戻りの無いよう事業を進めています。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　今回実施予定の工事においては、耐震補強を計画していないため、当面は原則立入禁止として建物を維持していきます。今後、有効な活用方法の検討を進め、それを踏まえた耐震・改修工事の実施を検討する必要があります。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　　保存した建物を維持しつつ、今後の有効な活用策を検討していきます。


